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な態度や行動が職場内に蔓延し， 組織の競争力を失うことにつながりかねない （関口・林, 2003） ． 
経営学もしくは産業・組織心理学の分野において， 「組織的公正」は精力的に研究が続けられて
いる研究分野の１つであり，特に近年になって大きな進展をみている．組織的公正の初期の研究


































ようなものでは，長期的にうまくいくはずがない．･･･中略･･･  つまり， 『人間として何が正しい
か』という基準を会社経営の原理原則として，それをベースにすべてを判断することにしたので
ある．それは，公平，公正，正義，勇気，誠実，忍耐，努力，親切，思いやり，謙虚，博愛，と


























                                                  
1    本稿では主に「公正」という言葉のほうを用いる． 
2    実際，公正に対応する英語である justice は，哲学においては正義とも訳される．米国の哲学者の




気にするのか」という公正動機に対する問いである(Cropanzano, Byrne, Bobocel, and Rupp, 2001, 















図 1  組織的公正動機アプローチの発展 
 
道具的動機アプローチ  1960 年代から 1980 年中頃までの初期の組織的公正研究は，人々がな
ぜ公正さに注目するかとい理由に，経済的な自己利益を仮定してきた．この時代では，公正さと
は少なくとも長期的には損をしない見通しを与えてくれる道具であると意味での道具的動機アプ























性，代表性，倫理性という 6 基準が重要であると提起した(Leventhal, 1980)．道具的動機アプロー
チは，こうした要素を満たすことができるように，制度や手続きの構造を工夫するべきであると
いう示唆を与える．わが国の状況にあてはめるならば，人事制度などの制度や手続き上の構造的
な部分を，レーベンソールの 6 基準，あるいは守島(1997)が示唆する「情報公開」 「苦情処理」 「発
言」の 3 要素などが満たされるよう工夫することにより，従業員の公平感を高める施策につなが
ってくる． 
社会・関係的動機アプローチ  1980 年代の後半から台頭してきたアプローチは，組織的公正の
社会的側面に注目するものであり，社会・関係的動機アプローチと呼ばれる．その代表的な理論














う概念が生まれた(Bies, 1987; Tyler and Bies, 1990)．さらにその下位次元として，従業員を人とし
て尊重し，大切かつ丁寧に扱っているかに注目する「対人的公正」 ，および対人的扱いの中で適切
な情報を開示しているかに注目する「情報的公正」が概念化され，詳細に吟味されることとなっ
た(Greenberg, 1993; Colquitt, 2001)． 相互作用的公正およびその下位次元が従業員の態度や行動与え
る影響は，多くの実証研究で示されている．例えば，組織や管理者から公正に扱われていると感
じる従業員ほど，組織と信頼関係にあり(Konovsky and Pugh, 1994)，組織から支援され(Masterson, 




とする傾向があることが確認されている(Huo, Smith, Tyler, and Lind, 1996; Tyler and Degoey, 1995; 












提起されている（Rupp, Gibbons, Runnels, Anderson, and Thornton, 2003） ． 
道徳的動機アプローチ  組織的公正の道具的動機も社会関係的動機も，自分が損をしないか，
あるいは組織との良好な関係にあるかというように，当事者の立場からみた組織内処遇が最大の
関心ごとである．それに対し，1990 年代後半から 2000 年ごろにかけて，個人の内的な道徳規範













る(Bies and Tripp, 2001, 2002)．また，トゥリロらの実験的研究では，多くの被験者が，自分の取り
分を犠牲にしてまで公正な配分を行った人物に報いようとし，不公正な配分を行なった人物を罰
しようとした．さらにこの傾向は，自分の取り分を犠牲にしたり，他者に報いたり，処罰するこ
とが個人の長期的な利得と全く結びつかない場合にも見出された(Turillo, Folger, Lavelle, 
Umphress, and Gee, 2002)．さらに，企業の人員削減場面において，たとえ自分が一時解雇されな
くても，人員削減の手続きが公正でないと感じた場合，本人のコミットメントが低下し，転職意
思が高まることが明らかにされている(Brockner, Dewitt, Grover, and Reed, 1990; Brockner, Konovsky, 



















て公正な経営を心がける姿勢や， 企業の社会的責任(CSR)の実践も， 間接的には， 従業員の倫理観，
正義感に基づく内発的な公正基準も満たし，彼らの職務態度や職務行動に対してポジティブな効
果を持つと考えられる (Aguilera, Rupp, Williams, and Ganapathi, in press; Rupp, Ganapathi, Aguilera, 






ーチである(Colquitte, Noe, and James, 2002; Mossholder, Bennett, and Martin, 1998; Naumann and 
Bennett, 2000)．それまでの組織的公正研究が，もっぱら個人レベルの知覚やそれに対する反応に
焦点をあてていたのに対し，公正風土は，組織や職場単位が全体として公正に扱われているかに






場合， 道徳的な観点から生じる憤りの感情が， 組織や職場で共有化される可能性である． それは，
事態を目撃していない従業員にまで伝わると予想される．次に，社会同一性理論や自己範疇化理



















いった集合概念と関連があり(Chen, Schaubroeck, and Naumann, 2005; Ehrhart, 2004; Schnake and 
Dumler, 2003; Whiteoak, Chalip, and Linda, 2004)， チームや職場単位の業績にも影響を与えることが





















                                                  
4  集団もしくはチーム全体が特定の職務を成功裏に遂行できるかに関する共有された信念． 
































行為として組織内に根付くことになる． また， 従業員に向けた施策以外にも， CSR に代表される，
対外的にも公正な経営の実践にもつながる．そういった倫理性・道徳性に裏づけられた公正な経
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To achieve a truly fair way of managing people in organizations and increase organizational 
competitiveness, designing procedures and structures of human resource management systems 
appropriately is not sufficient. What are needed in advance are top management's moral or 
ethical aspirations for justice and the establishment of justice climate based on such a moral 
concern. This argument is supported academically by the recent advancement of the research 
on organizational justice, especially the advancement of the understanding of justice motives 
from instrumental and social to moral perspectives, and the development of the macro-level 
justice climate construct. 
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